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2001年9月11日同時多発テロ後に援助政策は，大変化した。第1に，これまでとは異なるやり方の貧困削減戦略を採用した。第2に，テロリスト減少のための援助が課題となった。第３に、日本の援助は、成長戦略に関するアジアの経験を普及することにつとめる必要がある。
1．競争促進のために援助政策

1980年初に始まった構造調整政策は，途上国での競争促進を目指した。競争をさせるために価格を自由化した。途上国では，主食である米や燃料のガソリンが統制価格であった国が多かった。その統制価格を自由化し，競争を促した。為替レートを自由化し，金利を自由化しようとした。貿易の自由化や，投資の自由化が，援助の引き換えの条件であった。この考え方は，アメリカのレーガン大統領やイギリスのサッチャー首相の自由化政策，多国籍企業の世界戦略、情報通信技術の発達といっしょになり、グローバル化が進んだ。このグローバル化が、豊かな国と貧しい国、豊かな人と貧しい人との所得格差を生み、グローバル化に対する反省を促した。その要因の１つが、９月１１日同時多発テロであった。ただし、競争を促進することにより効率する考えは生きている。世界銀行のチーフ・エコノミストであるニコラス・スターンは、2001年に2大支柱戦略を唱えた。その1つの柱に、投資環境の整備や中小企業の育成があり、競争の促進の考え方が生きている。

しかし、もう1つの柱は新しい考え方である。これは、95年に就任したウォルフェンソン世銀総裁の考え方による。これは、包括的開発フレームワークと呼ばれる。包括的なそれは、社会セクターも重視する。社会セクターとは、教育セクターや保健セクターである。保健セクターでは、エイズやマラリヤ対策がある。具体的には、制度改革も重点となり、汚職の減少が重点となる。この考え方は、「貧困削減戦略ペーパー」を途上国自身で完成させることに反映されることになった。それが、1999年の秋である。ただし、9.11同時多発テロまでは、貧困削減が前面に出るのかどうかは半信半疑であった。2000年に貧困削減戦略ペーパーに関わるプロジェクトを私も橋渡ししようと試みたこともあったが、これが半信半疑であったことも１つの理由とのか成立しなかった。
2．貧困削減戦略ペーパー

この状況は、同時多発テロで一変した。第１に、貧困削減が、ほとんどの国際機関、日本を含む援助機関で基本となった。第２に、テロリスト対策のための援助という考え方が出てきた。これを以下で説明しよう。

世銀の1990年代の代表的な研究にデビッド・ダラーの2つがある。その１つが、｢経済が成長すれば貧困が減る。｣という結論である。第1に、この考え方の修正を迫られ、貧困政策そのものが中心になった。ただし、かつての人間にとって基礎的に必要なものを単に援助するだけではない。よく喩えられるのは、食料として魚を与えるのではなく、魚の釣り方を教える。つまり、知識であり、知恵を与える。教育が重要である。教育を与えることが、力を与えることで、「エンパワーメント」である。その与えらた力で戦略を立てる能力を築く。この能力の構築が「キャパシティー・ビルディング」である。この構築された能力で貧困削減戦略ペーパーを書く。その際には、参加と言う考え方でさまざまな人の参加協力を得る。その協力の下で途上国自身が戦略を仕上げる。これが「オーナーシップ」である。貧困削減に、エンパワーメント，キャパシティー・ビルディング、オーナーシップという3つの英語が鍵の言葉となる。英語の意味は漠然としているが、その意味するところは、途上国が，魚を援助してもらうのではなく、魚の釣り方を会得し、自分で発展するということである。

デビッド・ダラーの関わったもう1つの研究が、｢政策の良い国への援助は、その効率が良い｣である。第2に、この考え方にも修正を迫られた。政策の良くない国にも援助を出す必要が出てきた。その対象となるのがテロリスト関連国であり、アフガニスタン、パキスタンなどである。１９９１年の湾岸戦争の後には、援助の対象からはずれた国である。

2002年末に僅差で当選したブッシュ大統領は、国際通貨基金や世界銀行に対して批判的であった。とくに、オニール財務長官は、ワシントン・ポスト紙などでも批判を繰り返した。国際通貨基金に対しては、97年のアジア通貨危機対策などの失敗を批判した。世界銀行は、包括的開発フレームワークですべての援助をすることはない。教育などブッシュ政権と同じ政策に焦点を当てるべきである、と主張した。ウォルフェンソン世銀総裁の交代の噂が何度か、ファイナンシャル・タイムズ紙で掲載された。この噂は、世銀の中でも現実味を帯びて噂された時期もあった。

しかし、この状況は、同時多発テロ事件後に一変する。世銀総裁の交代にブッシュ政権がかまっていられなくなった。それ以上に、テロリスト対策のための援助が重要な課題となった。このとき世銀の包括的開発フレームワークという考え方が逆に生きてきた。つまり、包括的ということで宗教や文化までを対象とする援助が必要となった。この点をウォルフェンソン総裁は繰り返し強調した。ブッシュ政権も、テロリスト対策のための援助を正当化できる。2002年11月には中間選挙が行われた。ブッシュ政権の選挙対策は、同時多発テロ後の対策が良かったことを宣伝し、当初の世銀批判から一転してテロ攻撃の危機を国民に訴えることであった。そして、テロリスト対策のための援助は、逆に50％増やすことを決定した。

アメリカにおけるテロリスト攻撃に対する危機感は、国民全体にある。私がワシントンにいた２００２年も化学兵器の恐怖は付きまとい、それを防ぐためのガスマスクも品切れ状態であった。また、飛行機事故が起こるとテロリストのせいではないかと心配する。2002年のワシントンでの狙撃事件は、9人の死者が出たが、最初はテロリストと関連を懸念された。したがった、その対策としての援助は、アメリカ国民の選挙での票につながる。逆に、票につながらないのは、環境への援助である。アメリカの環境への関心は特に低い。2002年のヨハネスブルグの環境サミットにブッシュ大統領は、参加しなかった。京都条約の遵守にも参加しないことを表明している。選挙を意識している事がもっともはっきりしているのは、アメリカの鉄鋼産業の保護政策である。国の哲学として自由競争を基本とする国が、外国からの鉄鋼の輸入を制限し、競争を制限する。選挙の票だけを考える。非効率で、重厚長大の代表となっている鉄鋼産業を守ろうとする。そして、テロリストを減少させるための援助は、選挙に勝つという目的と一致する。
3．産業政策

貧困削減戦略ペーパーで欠けているのは、1つが優先順位の決定方法についてであり、もう1つが成長戦略の議論である。第2の議論は、石川滋教授が繰り返し指摘されているとおりである。その成長戦略の1つが産業政策である。

1997年のアジア危機は、産業政策に決定的な打撃を与えた。私の中国政府でのインタビューでは、アジア危機の前は、中国も本格的な産業政策の導入を考えていた。その参考例としては、日本で採られた政策よりは韓国のそれであった。ところが、アジア危機で韓国経済が打撃を受け、日本経済が長期にわたり停滞していることから中国政府の政策が、産業政策よりは国際競争力の強化のためＷＴＯの加盟を重視した。こうして２００１年に中国はＷＴＯに加盟した。世界銀行・シャヒッド・ユウサフは、｢東アジアの奇跡再考｣で、産業政策は基本的に途上国への導入が難しいと要約した。

ただし、同じ本の最後の章でノーベル経済学賞のジョセフ・スティグリッツは、敢然と産業政策を支持する。アジアの経験を見ると産業政策なしには成長はなし得なかったと主張する。一般に、アジアの資本主義が仲間うちだけで相談して決めるクローニー資本主義が、産業政策に見出される。それが、汚職につながり、インドネシアのスハルト政権などがアジア危機後に崩壊へ導いたと言われた。しかし、スティグリッツは、アメリカ資本主義にもクローニー資本主義はあると反論する。それが、たとえばエンロンやワールド・ドットコムの経営破綻に現れている。

このような公然と産業政策を支持する意見は、近年はスティグリッツに限られよう。現状では、産業政策よりは過去のアジアの成長経験を他の途上国に生かすことを考える人は多い。
４．アジアの経験

アジアの経験で生かすことのできる例は、いくつか挙げられる。私の調査による２つの例を次に示す。その1つが、中国の自動車産業政策である。この産業政策は、外資利用型である。中国の自動車企業が、外国の自動車企業と提携をし、そこから技術を習い、資本を受け入れ、将来は自立することを目指す。このような経験は、現在の日本も大いに参考とすべき政策である。

もう1つの例が、北部ベトナムである。北部ベトナムのハノイとハイフォンの間に、国道5号線が日本国際協力銀行を中心とした援助で完成した。2001年からハノイにある工業団地にキャノンを中心とした関連企業が急速に集積し、北部ベトナムの2002年の経済全体を押し上げた。この際に道路や港のインフラの改善と共に投資受け入れ制度の変更があり、この制度の変更が外国企業のベトナムへの投資導入を促進した。先ほどの言葉で言うとキャパシティー・ビルディング（能力構築）である。これによって企業集積を生み、経済成長率を引き上げることができる。
５．日本の役割

テロリストの日本への影響は、2001年のニューヨーク世界貿易センタービル、2002年のバリ島爆破事件での日本人の死者が出たことでも明らかである。日本は、テロリスト減少のための援助を避けられない。貧困削減への援助協力が日本の今後の基本となる。その際に成長戦略に関してアジアの経験を他の国へも普及する必要がある。成長戦略にしても不良債権の処理にしても、現在の日本が一番学ぶところが多いのかもしれない。
